
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

¾

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

省

令

告

示

目

次

平成™›年Ÿ月˜�日 木曜日 第œŸ�œ号官 報

lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
十
六
号

水
道
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
七
十
七
号
）
第
二

十
五
条
の
十
四
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
水
道
法
第
二

十
五
条
の
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
試
験
機
関
を
指

定
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
十
六
日

厚
生
労
働
大
臣

小
宮
山
洋
子

水
道
法
第
二
十
五
条
の
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る

指
定
試
験
機
関
を
指
定
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

水
道
法
第
二
十
五
条
の
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定

試
験
機
関
を
指
定
す
る
省
令
（
平
成
九
年
厚
生
省
令
第
四

十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

表
中
「
財
団
法
人
給
水
工
事
技
術
振
興
財
団
」
を
「
公

益
財
団
法
人
給
水
工
事
技
術
振
興
財
団
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
平
成
二
十
四

年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
四
十
一
号

左
記
の
者
の
申
請
に
係
る
日
本
国
に
帰
化
の
件
は
、
こ

れ
を
許
可
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
十
六
日法

務
大
臣

滝

実

住
所
京
都
府
京
田
辺
市
興
戸
若
宮
4
1番
地
１

王
平
成
２
年
４
月
2
1日
生

住
所
福
岡
県
直
方
市
大
字
感
田
3
2
1
9番
地
１

申
裕
規
昭
和
6
0年
５
月
1
5日
生

住
所
沖
縄
県
中
頭
郡
嘉
手
納
町
字
水
釜
5
4
4番
地
１

®
亜
紀
昭
和
5
9年
９
月
1
4日
生

住
所
千
葉
市
中
央
区
千
葉
寺
町
1
2
2
7番
地
５

朴
永
善
昭
和
5
1年

1
2月

1
7日
生

住
所
大
阪
府
貝
市
万
才
4
9
1番
地

朴
扶
未
昭
和
5
7年
７
月
３
日
生

住
所
大
阪
市
生
野
区
£
中
２
丁
目
1
8番

1
5号

ã
w
實
昭
和
4
4年
８
月
1
6日
生

住
所
大
阪
市
生
野
区
桃
谷
４
丁
目
３
番
1
1号

姜
喜
章
昭
和
3
3年
７
月
2
9日
生

姜
明
昇
昭
和
6
2年
９
月
３
日
生

〔
省

令
〕

〇
水
道
法
第
二
十
五
条
の
十
二
第
一
項
に
規

定
す
る
指
定
試
験
機
関
を
指
定
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
厚
生
労
働
一
一
六
）

J

〔
告

示
〕

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
三
四
一
）

J

〇
パ
レ
ス
チ
ナ
暫
定
自
治
政
府
に
対
す
る
贈

与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
パ
レ
ス
チ
ナ

解
放
機
構
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
（
外
務
二
八
八
）

K

〇
漁
港
の
指
定
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
二
〇
二
三
）

L

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
二
〇
二
四
〜
二
〇
二
八
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
二
〇
二
九
〜
二
〇
三
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
二
〇
三
五
〜
二
〇
四
三
）

N

〇
監
理
技
術
者
講
習
の
登
録
事
項
の
変
更
の

届
出
が
あ
っ
た
件
（
国
土
交
通
九
〇
六
）

P

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
一
九
七
、
一
九
八
）

P

〇
海
技
免
状
の
無
効
を
宣
す
る
件

（
海
難
審
判
所
三
）

〇
産
業
廃
棄
物
の
処
理
に
係
る
特
定
施
設
の

整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
十
六
条
第

三
項
に
規
定
す
る
産
業
廃
棄
物
処
理
事
業

振
興
財
団
の
名
称
、
住
所
及
び
事
務
所
の

所
在
地
を
変
更
し
た
件
（
環
境
一
二
一
）

〇
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律

第
十
三
条
の
十
六
に
お
い
て
準
用
す
る
第

十
三
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
産
業
廃

棄
物
適
正
処
理
推
進
セ
ン
タ
ー
の
名
称
、

住
所
及
び
事
務
所
の
所
在
地
を
変
更
し
た

件
（
同
一
二
二
）

〇
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律

第
十
三
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
情
報

処
理
セ
ン
タ
ー
の
名
称
、
住
所
及
び
事
務

所
の
所
在
地
を
変
更
し
た
件（
同
一
二
三
）

Q

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
代
表
者
の
氏
名
等
を
変
更
し
た
件

（
東
北
地
方
整
備
局
一
二
九
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
評
価
員
の
氏
名
等
を
変
更
し
た
件

（
同
一
三
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
二
九
七
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
役
員
の
氏
名
を
変
更
し
た
件

（
四
国
地
方
整
備
局
一
〇
九
）

R

〇
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
評
価
員
の
氏

名
を
変
更
し
た
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
二
五
、
一
二
六
）

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

消
費
者
庁

外
務
省

最
高
裁
判
所

R

〔
皇
室
事
項
〕

R

〔
資

料
〕

平
成
二
十
四
年
六
月
中
国
際
収
支
状
況
（
速

報
）
及
び
平
成
二
十
四
年
上
半
期
中
国
際
収

支
状
況
（
速
報
）（
財
務
省
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
解
散
命
令
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
J

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

L
J

会
社
そ
の
他

˜
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